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一般社団法人大分県スポーツ学会 定款 

 

第１章  総  則 

（名 称） 

第１条 当法人は、一般社団法人大分県スポーツ学会と称し、英文では Oita 

Society of Sports Science とする。 

 

（主たる事務所の所在地） 

第２条 当法人の主たる事務所は、「大分県大分市明野北一丁目 1 番 11 号 大

分スポーツリハビリテーションセンター内」、従たる事務所は、「大分

県大分市西鶴崎三丁目 7番 11 号 大分岡病院内」に置く。 

 

（目 的） 

第３条 当法人は、スポーツに関する知識と技術の研鑽を積み、会員相互の情

報交換を通じて、大分県における健全なる青少年の育成とスポーツの人材育

成を図ると共に、県民の体力向上、健康増進、スポーツ文化の醸成に寄与す

ることを目的とする。 

 ２ 当法人は、前項の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）学術集会の開催 

（２）人材育成事業 

（３）スポーツ救護ナース及びスポーツ救護員の養成に関する事業 

（４）会誌等の刊行 

（５）当法人発展のためのネットワーク事業 

（６）その他当法人の目的を達成するために必要な事業 

 

（公告方法） 

第４条 当法人の公告は、電子公告の方法により行う。ただし、電子公告の方

法による公告をすることができない事故その他やむを得ない事由が生じた場

合には、官報に掲載してする。 

 

（機 関） 

第５条 当法人の機関は、社員総会、理事及び理事会並びに監事とする。 

 

第２章  会員及び社員 

（会員及び社員の資格） 

第６条 当法人は、次の二種とし、正会員をもって一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律（以下『法人法』という。）上の社員（以下「社員」という。）
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とする。 

（１）正会員 当法人の目的に賛同した個人 

（２）賛助会員 当法人の事業を賛助するために入会した団体・機関 

 

（入 会） 

第７条 当法人の会員となるには、当法人所定の入会申込書により入会の申し

込みをし、理事会の承認を受けなければならない。 

 

（入会金及び会費） 

第８条 会員は、年会費を支払わなければならない。ただし、正会員は年会費

及び入会金を納入しなければならず、これをもって法人法第 27 条に規定する

経費とみなす。 

 ２ 年会費及び入会金の額は、社員総会の決議により定めるものとする。 

 

（会員名簿及び社員名簿） 

第９条 当法人は、正社員、賛助会員の氏名及び住所を記載した「会員名簿」 

を作成して当法人の主たる事務所に備えておくものとし、当該名簿のうち正

会員に関する記載をもって、法人法第 31 条に規定する社員名簿とする。 

 ２ 当法人の正会員、賛助会員に対する通知又は催告は、「会員名簿」に記載

した住所又は会員が通知等をすべき場所として届け出た住所に宛てて行う

ものとする。 

 

（退 会） 

第１０条 当法人の会員は、次に掲げる事由により退社する。 

（１）当法人所定の退会届書により退会届の申し出があったとき 

（２）正当な理由なく３年間会費を滞納したとき 

（３）本会の名誉を著しく傷つけたとき 

２ 会員の除名は、正当な事由があるときに限り、社員総会の決議によって

することができる。ただし、正会員の除名については法人法第 30 条及び第

49 条第 2項第 1号の定めるところによるものとする。 

 

第３章  社員総会 

（社員総会の決議事項） 

第１１条 社員総会は、法人法に規定する事項及び定款に定めた事項に限り、

決議することができる。 

 

（招 集） 
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第１２条 当法人の定時社員総会は、毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内に

招集し、臨時社員総会は必要に応じて招集する。 

 ２ 社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づ

き理事長が招集する。理事長に事故若しくは支障があるときは、理事長があ

らかじめ理事会の承認を得て定めた順位に従い副理事長がこれを招集する。 

 ３ 社員総会を招集するには、会日より２週間前までに、社員に対して招集

通知を発するものとする。 

（招集手続の省略） 

第１３条 社員総会は、社員全員の同意があるときは、招集手続を経ずに開催

することができる。 

 

（議 長） 

第１４条 社員総会の議長は、理事長がこれに当たる。ただし、理事長に事故

若しくは支障があるときは、理事長があらかじめ理事会の承認を得て定めた

順位に従い副理事長が議長となる。 

 

（決議の方法） 

第１５条 社員総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、

総社員の議決権の過半数を有する社員が出席し、出席した当該社員の議決権

の過半数をもって行う。 

 ２ 法人法第４９条第２項に定める決議は、総社員の半数以上であって、総

社員の議決権の３分の２以上の多数をもって行う。 

 

（議決権） 

第１６条 社員は、各１個の議決権を有する。 

 

（社員総会の決議の省略） 

第１７条 社員総会の決議の目的たる事項について、理事又は社員から提案が

あった場合において、その提案に社員の全員が書面により同意の意思表示を

したときは、その提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。 

 

（議決権の代理行使） 

第１８条 社員は、他の社員を代理人として、議決権を行使することができる。

ただし、その場合は社員総会ごとに代理権を証する書面を提出しなければな

らない。 

 

（社員総会議事録） 
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第１９条 社員総会の議事録については、法令に従い議事録を作成し、議長が

署名又は記名押印の上、１０年間当法人の主たる事務所に備え置くものとす

る。 

 

第４章  理事、監事及び代表理事 

（理事の員数） 

第２０条 当法人の理事は、２０名以内とする。 

 

（監事の員数） 

第２１条 当法人の監事は、２名とする。 

 

（理事及び監事の選任の方法） 

第２２条 当法人の理事及び監事の選任は、社員総会において総社員の議決権

の過半数を有する社員が出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもっ

て行う。 

 

（代表理事等） 

第２３条 当法人には、理事会の決議により、代表理事１名を選定し、代表理

事は理事長とする。また、副理事長 2 名及び常任理事を複数名置くことがで

きる。 

 ２ 理事長は、当法人を代表し、かつ、会務を総理する。 

 ３ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるときは、理事長があ

らかじめ理事会の承認を得て定めた順位に従いその職務を代行し、理事長が

欠けたときはその職務を行う。 

 ４ 常任理事は、法人法第９１条第１項第２号に規定する業務執行理事とし、

当法人の業務を分担執行する。 

 ５ 理事会はその決議により、副理事長及び常任理事の中から代表権を有す

る理事を選定することができる。 

 

（理事及び監事の任期） 

第２４条 理事の任期は選任後２年以内、監事の任期は選任後４年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとする。 

 ２ 任期満了前に退任した理事又は監事の補欠として選任された者の任期は、

前任者の任期の残存期間と同一とする。 

 ３ 増員により選任された理事の任期は、他の在任理事の任期の残存期間と

同一とする。 
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第５章  理事会 

（招 集） 

第２５条 理事会は、理事長がこれを招集し、会日の１週間前までに各理事及

び各監事に対して招集の通知を発するものとする。ただし、緊急の場合はこ

の期間を短縮することができる。 

 ２ 理事長に事故若しくは支障があるときは、理事長があらかじめ理事会の

承認を得て定めた順位に従い副理事長がこれを招集する。 

 

（招集手続の省略） 

第２６条 理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集手続を経

ずに開催することができる。 

 

（議 長） 

第２７条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。ただし、理事長に事故若

しくは支障があるときは、理事長があらかじめ理事会の承認を得て定めた順

位に従い副理事長がこれに代わる。 

 

（理事会の決議） 

第２８条 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、

その過半数をもって行う。 

 

（理事会の決議の省略） 

第２９条 理事が理事会の決議の目的である事項について提案した場合におい

て、当該提案につき議決に加わることができる理事の全員が書面により同意

の意思表示をしたときは、監事が当該提案に異議を述べた場合を除き、当該

提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。 

 

（理事会議事録） 

第３０条 理事会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成

し、出席した理事のうち代表権を有する理事及び監事が署名又は記名押印し、

１０年間主たる事務所に備え置くものとする。 

 

第６章  委員会及び顧問 

（委員会） 

第３１条 当法人は、事業運営の円滑化、効率化を図るため、理事会の決議に
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より委員会を設置することができる。 

 ２ 委員会の委員は、会員及び学識経験者のうちから理事会が選定する。 

 ３ 委員会の任務、構成及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により

別に定める。 

 

（顧 問） 

第３２条 当法人は、理事会の決議により顧問を若干名置くことができる。 

 ２ 顧問に関し必要な事項については、理事会の承認を得て理事長が定める。 

 

（顧問の職務） 

第３３条 顧問は、専門的知見に基づき理事長の諮問に応え意見を述べること

ができる。 

 

第７章 計 算 

（事業年度） 

第３４条 当法人の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（計算書類等の定時社員総会への提出等） 

第３５条 理事長は、毎事業年度、法人法第１２４条第１項の監査を受け、か

つ同条第３項の理事会の承認を受けた計算書類（貸借対照表及び損益計算書）

及び事業報告書を定時社員総会に報告しなければならない。 

（計算書類等の備え置き） 

第３６条 当法人は、各事業年度に係る貸借対照表、損益計算書及び事業報告

書並びにこれらの附属明細書（監事の監事報告書を含む。）を、定時社員総会

の日の２週間前の日から５年間、主たる事務所に備え置くものとする。 

 

（剰余金の不配当） 

第３７条 当法人は、剰余金の配当をしない。 

 

第８章  基 金 

（基金の拠出） 

第３８条 当法人は、基金を引き受ける者を募集することができる。 

 

（基金の募集） 

第３９条 基金の募集及び割当て、払込み等の手続きに関しては、理事会の決

議及び理事会が制定する「基金取扱規程」による。 
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（基金拠出者の権利） 

第４０条 当法人は、拠出された基金については、基金拠出者との合意により

定めた期日が到来するまで返還しない。 

 

（基金の返還手続） 

第４１条 基金の返還は、定時社員総会の決議に基づき、法人法第１４１条第

２項に定める額の範囲内で、「基金取扱規程」に従い行うものとする。 

 

（代替基金の積立） 

第４２条 基金の返還を行うときは、返還する基金の額に相当する金額を代替

基金として積み立てなければならない。 

 

第９章  解散及び清算 

（解散の事由） 

第４３条 当法人は、次に掲げる事由によって解散するものとする。 

（１）社員総会の決議 

（２）合併により当法人が消滅する場合 

（３）破産手続開始の決定 

（４）裁判所の解散命令 

 

（残余財産の帰属） 

第４４条 当法人の残余財産は、社員総会の決議により当法人の類似の事業を

目的とする公益社団法人、特定非営利活動法人又は国若しくは地方公共団体

等が運営する公益目的の基金等に寄付するものとする。 

 

第１０章  附則 

 

 

１ この定款は、平成 25 年 3 月 13 日から施行する 

２ この定款は、平成 26 年 6 月 7 日から施行する 

 


